
令和４年３月１日 

地 域 行 政 部 

 

（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案）及び 

（仮称）世田谷区地域行政推進計画（素案）について 

 

 

１ 主旨 

地域行政を推進する条例については、令和３年 12 月６日の地域行政・災害・防犯・

オウム問題対策等特別委員会に、条例素案（案）と推進計画素案（案）を報告し、議会

での議論や庁内での検討を深めてきた。 

それらを踏まえ、まちづくりセンターの総合調整機能や防災にかかる機能の充実強化

を中心に、各条文の意図や内容を具体的に表し、区民にもわかりやすい表現とするなど

した、素案（調整中）を取りまとめたので報告する。 

 

２（仮称）世田谷区地域行政推進条例(素案(調整中）） 

別紙１のとおり 

 

３（仮称）世田谷区地域行政推進計画(素案(調整中）） 

  別紙２のとおり 

 

４ 今後の検討の進め方について 

  条例、計画についてさらに庁内検討を進め、本年５月に素案としてまとめるとともに、 

６月以降、パブリックコメントや町会自治会等への説明、区民説明会を実施し、条例案

と計画案を策定する。 

 

５ 今後のスケジュール(予定) 

令和４年５月 地域行政・災害・防犯・オウム問題対策等特別委員会報告 

          （（仮称）世田谷区地域行政推進条例(素案）、（仮称）世田谷区地域

行政推進計画（素案）） 

       ６月 パブリックコメント 

          町会自治会等への説明、区民説明会 

       ９月 地域行政・災害・防犯・オウム問題対策等特別委員会報告 

          （(仮称)地域行政推進条例案、(仮称)地域行政推進計画案） 

          令和４年第３回区議会定例会提案 

（(仮称)地域行政推進条例案） 

        10 月（仮称）地域行政推進条例施行、（仮称）地域行政推進計画スタート 
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〇 （仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案（調整中）） 
 

素案（案）【１月１８日現在】 素案（調整中）【３月１日現在】 
（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案（案）） 

目次 
前文 
第１章 総則（第１条―第３条） 
第２章 地域行政制度の充実強化 
第１節 基本方針（第４条） 
第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条―第１１条） 
第３節 総合支所の機能の充実強化（第１２条―第１６条） 
第４節 その他の措置（第１７条―第２０条） 
第３章 地域行政推進計画等（第２１条・第２２条） 
第４章 雑則（第２３条） 
附則 
世田谷区では、昭和５３年の基本構想を起点とし、「打てば響くまちづくり」

を目指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 
約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体

性を保ちながら、住民自治の実を挙げるため、区内を適正な地域に区分して地
域の行政拠点を設置し、これを中核として総合的な行政サービスやまちづくり
を実施する仕組みとして、地域行政制度を導入し、地域に総合支所を、地区に
出張所を設置し、本庁との三層制のもとに区政運営を開始した。 
世田谷区は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとともに、

平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区
まちづくりの強化を目指し、出張所の窓口事務を７箇所に集約する出張所改革
を行った。地区まちづくりを推進するため、身近なまちづくり活動の支援や地
区防災力の向上、車座集会等での区民との対話等に取り組み、地域の実情に応
じた行政サービスの提供と区民主体のまちづくりの支援を進めてきた。また、

（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案（調整中）） 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条－第３条） 
第２章 地域行政制度の充実強化 
第１節 基本方針（第４条） 
第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条－第１０条） 
第３節 総合支所の機能の充実強化（第１１条－第１５条） 
第４節 区民参加の促進と体制の強化（第１６条－第１９条） 
第３章 地域行政推進計画等（第２０条・第２１条） 
第４章 雑則（第２２条） 
附則 
世田谷区では、昭和５３年の基本構想を起点とし、「打てば響くまちづくり」

を目指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 
約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体

性を保ちながら、住民自治の実を挙げるため、区内を適正な地域に区分して地
域の行政拠点を設置し、これを中核として総合的な行政サービスやまちづくり
を実施する仕組みとして、地域行政制度を導入し、地域に総合支所を、地区に
出張所を設置し、本庁との三層制のもとに区政運営を開始した。 
世田谷区は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとともに、

平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区
まちづくりの強化を目指し、２７箇所の出張所の窓口事務を７箇所に集約する
出張所改革を行った。地区まちづくりを推進するため、身近なまちづくり活動
の支援や地区防災力の向上、車座集会等での区民との対話等に取り組み、地域
の実情に応じた行政サービスの提供と区民主体のまちづくりの支援を進めて

別紙１ 
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地域包括ケアの地区展開により、身近な地区における相談支援体制を整備し、
住民同士が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めている。 
しかし、高齢化の進展や単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等に

よる災害の多発化等に伴い、地域での支え合いの重要性が再認識される一方
で、働き方の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、デジタル技術の急速な
発展等、地域社会においては、多様な価値観により人と人との関わり方も変化
している。また、出張所改革以降、情報通信技術を活用した窓口サービスの効
率化を進めながらも、様々な新制度への対応や身近な所での区民生活の支援の
強化等の必要性が高まっており、これに応じた業務の改善も課題となってい
る。 
デジタル社会を見据えた窓口業務への転換をはじめとした行政サービスの

改革が急務であるとともに、防災や防犯、介護、子育て、社会的孤立、貧困等
多岐にわたる地域課題の解決に向けて、区は、地域コミュニティの多様な主体
とともに、安全安心でより暮らしやすい地域社会づくりを一層推進しなければ
ならない。 
このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度の充実強化を

図るために、この条例を制定する。 
第１章 総則 

（目的） 
第１条 この条例は、区政運営の基盤である地域行政制度の充実強化について
必要な事項を定めることにより、地域特性に即した行政を総合的に推進する
とともに、地区におけるまちづくりを推進し、もって住民自治の充実と地域
社会の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。 
⑴ 区民 区内に住所を有する者をいう。 
⑵ 区民等 区民、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及び区内に

きた。また、地域包括ケアの地区展開により、身近な地区における相談支援体
制を整備し、住民同士が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めている。 
しかし、高齢化の進展や単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等に

よる災害の多発化等に伴い、地域での支え合いの重要性が再認識される一方
で、働き方の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術の急速な
発展等、地域社会においては、多様な価値観により人と人との関わり方も変化
している。また、出張所改革以降、情報通信技術を活用した窓口サービスの効
率化を進めてきたが、身近な所での区民生活の支援の強化等の必要性が高まっ
ており、これに応じた業務の改善も課題となっている。 
 
デジタル社会を見据えた窓口業務への転換をはじめとした行政サービスの

改革が急務であるとともに、防災や防犯、介護、子育て、社会的孤立、貧困等
多岐にわたる地域課題の解決に向けて、区は、幅広く区民の参加を得て、地域
コミュニティの多様な主体とともに、安全安心でより暮らしやすい地域社会づ
くりを一層推進しなければならない。 
このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度の充実強化を

図るために、この条例を制定する。 
第１章 総則 

（目的） 
第１条 この条例は、区政運営の基盤である地域行政制度の充実強化について
必要な事項を定めることにより、地域特性に即した行政を総合的に推進する
とともに、地区におけるまちづくりを推進し、もって住民自治の充実と地域
社会の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。 
⑴ 区民 区内に住所を有する者をいう。 
⑵ 区民等 区民、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及び区内に
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存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、特定非営利
活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項
に規定する特定非営利活動法人をいう。）、事業者その他の区内でまちづく
りに取り組む団体をいう。 
⑶ まちづくり 防災、防犯、福祉、環境その他の地域社会における課題の
解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をいう。 
 
⑷ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷
区条例第２号）第１条のまちづくりセンターをいう。 
⑸ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンタ
ー（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地
域包括支援センターであって、世田谷区（以下「区」という。）の委託を受
けた法人が区内に設置するものをいう。）及び社会福祉法人世田谷区社会
福祉協議会をいう。 
⑹ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンタ
ーごとの所管区域をいう。 
⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等が連携
して、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさ
を抱えた若者、生活困窮者等に対する、医療、介護、住まい、生活等の支
援が包括的に確保される体制をいう。）による支援を推進することをいう。 
⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月
世田谷区条例第４６号）第１条の支所をいう。 
⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６
号）第１条の児童館をいう。 
⑽ 本庁 次に掲げる区の機関等をいう。 
ア 世田谷区組織条例（平成２年１１月世田谷区条例第４５条）第１条の
規定に基づき設けられた部 

イ 世田谷区組織規則（平成３年３月世田谷区規則第７号）第９条に規定

存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、特定非営利
活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項
に規定する特定非営利活動法人をいう。）、事業者その他の区内でまちづく
りに取り組む団体をいう。 
⑶ まちづくり 防災、防犯、福祉及び環境に係る課題その他の地域社会に
おける課題の解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をい
う。 
⑷ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷
区条例第２号）第１条のまちづくりセンターをいう。 
⑸ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンタ
ー（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地
域包括支援センターであって、区の委託を受けた法人が区内に設置するも
のをいう。）及び社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会をいう。 
 
⑹ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンタ
ーごとの所管区域をいう。 
⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等が連携
して、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさ
を抱えた若者、生活困窮者等に対する、医療、介護、住まい、生活等の支
援が包括的に確保される体制をいう。）による支援を推進することをいう。 
⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月
世田谷区条例第４６号）第１条の支所をいう。 
⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６
号）第１条の児童館をいう。 
⑽ 本庁 区長部局に属する機関（総合支所及びまちづくりセンターを除く
。）並びに世田谷区教育委員会、世田谷区選挙管理委員会及び世田谷区農業
委員会をいう。 
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する担当部 
ウ 世田谷区児童相談所 
エ 世田谷保健所 
オ 世田谷区会計室設置規則（平成１９年３月世田谷区規則第１２号）第
１条の規定に基づき設けられた会計室 

カ 世田谷区教育委員会 
キ 世田谷区立図書館条例（昭和４１年１０月世田谷区条例第４４号）第
２条第１項の中央図書館 

ク 世田谷区選挙管理委員会 
ケ 世田谷区農業委員会 

（区の責務） 
第３条 区は、地域行政制度の意義や目的を踏まえ、区民等が主体的にまちづ
くりに取り組むことができるよう、必要な支援の拡充に努めなければならな
い。 

２ 区は、地域行政制度の意義や目的を踏まえ、区民等が必要な行政サービス
を利用することができる環境、体制等の整備に努めなければならない。 

３ 区は、区民参加が促進されるよう、区民等が区政に関する意見を述べるこ
とができる環境の整備に努めなければならない。 

 
第２章 地域行政制度の充実強化 
第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の充実強化を推進
しなければならない。 
⑴ 区民に最も身近な行政機関であるまちづくりセンター等の機能の充実
強化を主眼とすること。 
⑵ 区民に身近な行政拠点である総合支所の行政サービスを総合的に提供
する機能及びまちづくりセンターの支援の強化を重視すること。 
⑶ まちづくりセンター及び総合支所が集約した区民等の意見を区政運営

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（区の責務） 
第３条 区は、地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、区民等が主体的にまち
づくりに取り組むことができるよう、必要な支援の拡充に努めなければなら
ない。 

２ 区は、地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、区民等が必要な行政サービ
スを利用することができる環境、体制等の整備に努めなければならない。 

３ 区は、地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、区政への区民参加が促進さ
れるよう、区民等が区政に関する意見を述べることができる環境の整備に努
めなければならない。 
第２章 地域行政制度の充実強化 
第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の充実強化を推進
しなければならない。 
⑴ 区民に最も身近な行政拠点であるまちづくりセンター等の機能の充実
強化を主眼として進めること。 
⑵ 区民に身近な行政拠点である総合支所の行政サービスを総合的に提供
する機能及びまちづくりセンターの支援の充実強化を進めること。 
⑶ まちづくりセンター及び総合支所が集約した区民等の意見を区政運営
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に反映する仕組みの強化を進めること。 
⑷ 行政のデジタル化を推進し、区民等の利便性の向上及び区民参加の増進
を図るとともに、デジタル化への対応が困難な区民等への必要な支援に努
めること。 
 
 
第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 

第５条 前条第１号、第３号及び第４号に規定するまちづくりセンター等の機
能の充実強化は、地区における次に掲げる機能に重点を置いてこれを行うも
のとする。 
⑴ まちづくりに係る支援及び総合調整機能 
⑵ 行政サービスの提供機能 
⑶ 広報広聴機能 
⑷ 防災に係る機能 
⑸ 地域包括ケアの地区展開に係る機能 

（まちづくりに係る支援及び総合調整機能の充実） 
第６条 まちづくりセンターは、区民等に対して、人材の育成、活動の場の確
保、情報の発信等に関する一層の支援を行うよう努めるものとする。 

 
２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通し
て、区民等、区の公共施設及び区以外の行政機関の相互連携を促す取組を進
めるものとする。 

３ まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民等
と共有するとともに、課題の解決に向けた調整に努めるものとする。 

 
（行政サービスの提供機能の充実） 
第７条 まちづくりセンターは、区民等の行政サービスに関する相談に応じ
た、必要な情報の提供、助言、関係所管との調整その他の必要な支援の強化

に反映する仕組みの充実強化を進めること。 
⑷ 行政のデジタル化を推進し、区民等の利便性の向上及び区政への区民参
加の増進を図ること。 
 
⑸ デジタル化への対応が困難な区民その他の行政からの情報を受け取る
ことが困難な区民への必要な支援に努めること。 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
（まちづくりに係る支援及び総合調整機能の充実） 
第５条 まちづくりセンターは、町会・自治会等による自主的な活動を支える
ため、まちづくりに係る人材の育成、活動の場の確保、情報の発信等に関す
る一層の支援を行うよう努めるものとする。 

２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通して
、区民等、区の公共施設並びに国及び東京都の機関の相互連携を促す取組を
進めるものとする。 

３ まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民等
と共有するとともに、地区における課題への取組みをまとめ、課題の解決に
向けた区民等、総合支所等との調整に努めるものとする。 

（行政サービスの提供機能の充実） 
第６条 まちづくりセンターは、情報通信技術の活用等により、区民等からの
行政サービスに関する相談に応じた情報の提供、助言、関係所管との調整そ
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を図るものとする。 
２ まちづくりセンターは、情報通信技術を活用し、行政サービスの利便性の
向上を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 
第８条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、区民
等に地区の情報を発信し、及び区民等との情報の共有に努めるものとする。 

 
２ まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、区民等と
の対話を図り、地区における多様な意見を把握し、これをまちづくりの促進
に活かすよう努めるものとする。 

（防災に係る機能の充実） 
第９条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、地区
において、区民等の防災意識の向上を図るよう努めるものとする。 

 
２ まちづくりセンターは、第６条第２項に規定する交流の機会を活用した防
災活動への参加の促進その他の区民等の主体的な防災活動に対する支援の
強化を図るものとする。 

（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 
第１０条 まちづくりセンター等は、情報通信技術等の活用により、福祉の相
談窓口におけるサービスの充実を図るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地区における福祉に係る課題を解決
するために必要な人材、場所、情報、技術等の社会資源の開発及び福祉に係
るまちづくりについての区民等との協働を図るものとする。 

 
（まちづくりセンターの体制強化） 
第１１条 区長は、第６条から前条までに規定するまちづくりセンターの機能
の充実強化のために、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専門的な知識
経験を有する者の派遣その他のまちづくりセンターの体制を強化する措置

の他の必要な支援の強化を図るものとする。 
２ まちづくりセンターは、情報通信技術を活用し、総合支所、本庁等との連
携のもと、手続及び相談に関する機能の充実を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 
第７条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、区民
等に地区における活動、まちづくりに係る人材等に関する情報を発信し、及
び区民等との情報の共有に努めるものとする。 

２ まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、区民等と
の対話を図り、地区における多様な意見を把握し、これをまちづくりの促進
及び行政サービスの充実に活かすよう努めるものとする。 

（防災に係る機能の充実） 
第８条 まちづくりセンターは、地区におけるきめ細かな防災情報の発信、地
区防災訓練及び学習の機会の提供により、コミュニティを基礎とした助け合
いの意識の向上及び防災活動への参加促進を図るよう努めるものとする。 

２ まちづくりセンターは、避難所運営訓練その他の区民等の主体的な防災活
動に対する支援の強化を図るものとする。 

 
（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 
第９条 まちづくりセンター等は、情報通信技術等の活用により、総合支所、
本庁等との連携のもと、福祉の相談窓口における手続及び相談に関する機能
の充実を図るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地区における福祉に係る課題を解決
するために必要な人材、場所、情報、技術等の社会資源の開発及び福祉に係
るまちづくりについての区民等との協働を図るものとする。 

（まちづくりセンターの体制強化） 
第１０条 区長は、第５条から前条までに規定するまちづくりセンターの機能
の充実強化のために、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専門的な知識
経験を有する者の派遣その他のまちづくりセンターの体制を強化する措置
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を講じなければならない。 
第３節 総合支所の機能の充実強化 

第１２条 第４条第２号から第４号までに規定する総合支所の機能の充実強
化は、次に掲げる機能に重点を置いてこれを行うものとする。 
⑴ 区民の身近において総合的に提供する行政サービスに係る専門性 
⑵ まちづくりセンターを支援する機能 
⑶ 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例別表に規定する総合支所ご
との所管区域（第１５条及び第１６条において「地域」という。）内の区民
等の相互連携のための支援並びに区民参加の機会づくり 
⑷ 地区における課題、区民からの提案等を受け止め、解決に結びつける機
能 

（行政サービスの専門性及び利便性の向上） 
第１３条 総合支所は、地域特性を踏まえ、行政サービスを区民に総合的に提
供する拠点として、その専門性の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、情報通信技術を活用し、総合的に提供する行政サービスの利
便性の向上を図るものとする。 

（まちづくりセンターの支援の充実） 
 
 
 
第１４条 総合支所は、地区におけるまちづくりの支援を充実強化するため、
その総合支所に属する職員及び当該総合支所の所管区域内のまちづくりセ
ンターに属する職員が相互に連絡、相談等を行う体制を整備しなければなら
ない。 

 
 
２ 総合支所は、第６条から第１０条までに規定するまちづくりセンター等の
機能の充実強化を図るため、区民等に対するまちづくりに関する学習の機会

を講じなければならない。 
第３節 総合支所の機能の充実強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（行政サービスの専門性の強化及び利便性の向上） 
第１１条 総合支所は、地域特性を踏まえ、行政サービスを区民に総合的に提
供する拠点として、その専門性の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、情報通信技術を活用し、まちづくりセンター、本庁等との連
携のもと、手続や相談に関する機能の充実を図るものとする。 

（まちづくりセンター等の支援の充実） 
第１２条 総合支所は、第５条から第９条までに規定するまちづくりセンター
等の機能の充実強化を図るため、総合支所の専門性を活かし、地域を一体的
に捉えた支援に努めるものとする。 

２ 総合支所は、地区におけるまちづくりの状況を把握し、及び支援を充実強
化するため、その総合支所に属する職員がその地域（世田谷区支所の設置及
び組織に関する条例別表に規定する総合支所ごとの所管区域をいう。第１４
条及び第１５条において同じ。）内のまちづくりセンター等に属する職員と
連絡、相談等を行う体制の強化を図るものとする。 

（区民等の支援の充実） 
第１３条 総合支所は、区民等が主体的にまちづくりに取り組むことができる
よう区民等に対するまちづくりに関する学習の機会の提供、区民等の利用に
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の提供、区民等の利用に供する公の施設の運営その他の必要な支援に努める
ものとする。 

（相互連携支援の機能等の充実） 
第１５条 総合支所は、区民等の相互連携を促進するため、その地域における
活動及び人材に関する情報並びにその所管する業務の専門性を活かした支
援に努めるものとする。 

（課題解決等に向けた措置） 
第１６条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民等の意見並びに地
区及び地域の課題を把握し、その解決に取り組むとともに、課題の解決に向
けた本庁との協議その他の必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

第４節 その他の措置 
（地域特性に即した計画の策定等） 
第１７条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際には、
地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、地域特性に即した計画又は施策とな
るよう、総合支所との協議その他の必要な措置を講じるものとする。 

 
（組織の整備） 
第１８条 区長は、第５条から第１７条に規定する地域行政制度の充実強化に
資するよう、区における行政のデジタル化の推進状況等を踏まえ、まちづく
りセンター、総合支所及び本庁の組織を適切に整備するよう努めなければな
らない。 

（職員の育成） 
第１９条 区長は、第５条から前条までに規定する地域行政制度の充実強化に
必要な知識及び技能を有する職員の育成に努めなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する職員を育成するため、研修の実施、民間事業者等
との人事交流その他の必要な措置を講じなければならない。 

 
（情報システム等の環境の整備） 

供する公の施設の運営その他の必要な支援に努めるものとする。 
 
（相互連携支援の機能等の充実） 
第１４条 総合支所は、その地域における活動、まちづくりに係る人材等に関
する情報の発信並びにその所管する業務の専門性を活かし、区民等の相互連
携の促進に努めるものとする。 

（課題の解決等に向けた措置） 
第１５条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民等の意見並びに地
区及び地域の課題を把握し、その解決に取り組むとともに、課題の解決に向
けた本庁との協議その他の必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

第４節 区民参加の促進と体制の強化 
（地域特性に即した計画の策定等） 
第１６条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際には
、地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、区政への区民参加を促進し、地域
特性に即した計画又は施策となるよう、総合支所との協議その他の必要な措
置を講じるものとする。 

（組織の整備） 
第１７条 区長は、総合的な行政サービスの向上及び区政への区民参加による
地域課題の解決に資するよう区における行政のデジタル化の推進状況等を
踏まえ、まちづくりセンター、総合支所及び本庁の組織の整備に努めなけれ
ばならない。 

（職員の育成） 
第１８条 区長は、区民等の目線にたって区政を考え、安全・安心な暮らしを
区民等とともに実現する意欲並びに行政の専門的知識及び技能を有する職
員の育成に努めなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する職員を育成するため、研修の実施、民間事業者等
との人事交流その他の必要な措置を講じなければならない。 

（情報システム等の整備） 
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第２０条 区長は、第４条第４号に規定する基本方針を踏まえ、地域行政制度
の充実強化に必要な情報システム及び情報通信ネットワークを整備しなけ
ればならない。 

第３章 地域行政推進計画等 
（地域行政推進計画） 
第２１条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画（以
下「地域行政推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、区民等の意見を聴く機会
を設けなければならない。 

 
３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状
況を取りまとめ、毎年、公表しなければならない。 

（区民等の意見聴取） 
第２２条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民等
の意見を聴く機会を設けなければならない。 

第４章 雑則 
（委任） 
第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 
この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

第１９条 区長は、行政のデジタル化による行政サービスの向上及びコミュニ
ティの醸成に向けた多様な交流の創出に資する情報システム及び情報通信
ネットワークを整備しなければならない。 
第３章 地域行政推進計画等 

（地域行政推進計画） 
第２０条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画（以
下「地域行政推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、地域特性に即したまちづ
くり及び区政への区民参加を促進する計画となるよう区民等の意見を聴く
機会を設けなければならない。 

３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状
況を取りまとめ、毎年、公表しなければならない。 

（区民等の意見聴取） 
第２１条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民等
の意見を聴く機会を設けなければならない。 
第４章 雑則 

（委任） 
第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 
この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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（仮称）世田谷区地域行政推進計画（素案）調整中 

 

第１ 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

区は、平成３年に、地域行政制度を導入し、三層制のもとに区政運営を開始した。 
保健福祉や街づくりの地域展開を行うとともに、行政経営改革の取組みのもとで、

窓口サービスの効率化及び地区まちづくりの強化の両立を目指し、出張所改革を行
った。区民との対話等に取り組み、地域の実情に応じた行政サービスの提供と区民
主体のまちづくりを進め、地域包括ケアの地区展開により、住民同士が支え合う地
域社会づくりに向けた取組みを進めている。 
しかし、高齢化の進展や単身世帯の増加等による世帯構成の変化、気候変動等に

よる災害の多発化等に伴い、地域での支え合いの重要性が再認識されている。働き
方の変化や新型コロナウィルス感染症の拡大、ICT（情報通信技術）の急速な発展
等、地域社会においては、多様な価値観により人と人との関わり方も変化している。
出張所改革以降、様々な新しい制度の導入等により、窓口業務の改善も課題となっ
ている。 
防災や防犯、介護、子育て等多岐にわたる地域課題の解決に向けて、区は、地域

コミュニティの多様な主体とともに、安全安心でより暮らしやすい地域社会づくり
を一層推進しなければならない。また、デジタル社会を見据えた窓口業務の改革も
急務である。 
このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度の充実強化を図る

ために、世田谷区地域行政推進条例を制定した。 
同条例に基づき、まちづくりセンターの機能を充実強化し、地区の住民の声の区

政への反映と社会資源をコーディネートして、地区の課題解決に取り組む。また、
デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進に伴い、事務の見直し・デジタル
化を推進し、区民の利便性を図るため、まちづくりセンターのデジタル化を進める
とともに、総合支所、本庁についてもデジタル化に対応した体制の整備を行う。 
これらの地域行政制度の充実強化を図る取組みを着実に進めるため、この計画を

策定する。 

 

 

別紙２ 
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２ 計画の位置づけ 

この計画は、地域行政推進条例第 2０条に基づく基本的な計画であって、地域行
政の推進に関する施策等を進めるうえでの基本的な考え方と施策の方向性等を明ら
かにするものである。 

３ 他の計画との関連と期間 

この計画は、令和４年 10 月から令和５年度末までの計画とする。 
具体的な施策等は、実施計画（未来つながるプラン）や各個別の事業計画等で具

体化を図るが、重点的な取組みについては、この計画に盛り込む。 
令和６年度からの計画は、世田谷区 DX 推進方針や新たな基本計画と整合をとり、

連続性を確保する計画とする。 

 

第２ これまでの取組みと課題 

１ これまでの取組み 

〇 平成３年の地域行政制度導入以降の取組みの概要を記載する。 

２ 現状と課題 

〇 地域行政制度の現状と課題について記載する。 
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第３ 地域行政を推進する基本的な考え方 

１ 区の責務 

○ 区は、地域行政制度の意義・目的を踏まえ、区民等が主体的にまちづくりに取
り組むことができるよう、必要な支援の拡充に努める。 

○ 区は、地域行政制度の意義・目的を踏まえ、区民等が必要な行政サービスを利
用することができる環境、執行体制等の整備に努める。 

○ 区は、地域行政制度の意義・目的を踏まえ、区政への区民参加が促進されるよ
う、区民等が区政に関する意見を述べることができる環境の整備に努める。 

【施策の方向性】 
〇 総合支所やまちづくりセンターへの権限や業務の移管を行うものについて検討
を行う。 

２ 基本的な考え方（基本方針） 

区は、次の事項を基本方針として、地域行政制度の充実強化を進める。 
○ 区民に最も身近な行政拠点であるまちづくりセンターの機能の充実強化を主眼
とする。 

○ 区民に身近な行政拠点である総合支所の行政サービスを総合的に提供する機能
とまちづくりセンターの支援の充実強化を進める。 

○ まちづくりセンターや総合支所が、日頃の業務を通じて集約した区民等の意見
を区政運営に反映する仕組みの充実強化を進める。 

○ 行政のデジタル化を推進し、区民の利便性の向上と区政への区民参加の増進を
図る。 

〇 デジタル化への対応が困難な区民など、行政からの情報を受け取ることが困難
な区民への必要な支援に努める。 

 

第４ 今後の施策の方向性と具体的な取組み 

１ まちづくりセンター等の機能の充実・強化 

区が担う最大の責務は、想定を超える大規模災害や感染症拡大などから区民の生
命・財産を守ることであり、また、高齢化の進展とともに、昨今顕著になっている
社会的孤立や貧困などの社会的課題に対応するためにも、地区を基盤として、日常
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生活の現場において安全安心な環境づくりに努めなければならない。 
区は、町会 ・自治会をはじめとした区民主体のまちづくりの推進に向けて、一層、

活動支援に努めるとともに、ＮＰＯ（非営利活動団体）、民間事業者などこれまで以
上に多様な関係者のネットワークを広げ、また、児童館や地域コミュニティ施設、
学校などとも連携して、顔と顔の見える関係を土台に、地区全体で安全安心な生活
を包み込むための取組みを進めていかなければならない。 
このため、まちづくりセンターは、地区の様々な情報を自ら発信し、活動支援、

活動間の交流の機会づくりを進めるとともに、そのようなまちづくり支援や福祉の
相談窓口など様々な区民との接点から生活現場の声や潜在的なニーズを把握し、地
区の住民や活動団体、公共機関等とともに総合支所や本庁とも連携して、区民が適
切なサービスを受けられるよう、取組みを進めていく。 

⑴ まちづくりに係る支援・総合調整機能の充実 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンターは、町会・自治会等による自主的な活動を支えるため、
まちづくりに係る人材の育成、活動の場の確保、情報の発信などの支援を充
実強化する。 

○ まちづくりセンターは、まちづくりの支援・交流の機会づくりを通して、
区民等、区の公共施設、国や東京都の機関の相互連携を促す取組みを進める。 

○ まちづくりセンターは、地区の状況・課題を明らかにし、区民等と共有す
るとともに、地区における課題への取組みをまとめ、課題の解決に向けた区
民等、総合支所等との調整を図る。 

【具体的な取組み】 
○ 町会・自治会のＳＮＳ活用の支援 

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）を活用した町会・自治会
内の情報共有サービスの導入を支援する。 

○ スマートフォン教室や体験会等の開催 
高齢者を中心としたスマートフォン操作等の教室や体験会の開催を支援す

る。 
○ ＳＮＳ活用講習会等の開催 

町会・自治会などの地区で活動する団体に向けた映像やホームページ作成、
地域ＳＮＳの活用など、講師を招いた講習会の実施を支援する。講師やチュ
ーターは地区のスキルを持った方に担ってもらい、地元の中高大学生も参加
協力してもらうことで、コミュニティの醸成につなげる。 
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○ オンライン会議環境の整備 
町会・自治会や地区の活動団体内の情報共有を高めるとともに、地区情報

連絡会もオンライン開催を併用して、これまで参加しづらかった活動団体に
も声掛けしやすくし、参加のハードルを下げるため、オンライン会議が開催
できる環境をまちづくりセンターに整備する。 

○ 地区情報連絡会の強化と定期的な開催 
これまでつながりの少なかった機関や活動団体との交流・顔の見える関係

づくりの機会として、また、災害時の共助・互助、地域の絆連携活性化事業
の活動と町会自治会との連携の促進などに向けて、地区情報連絡会を定期的
に開催する。 

○ 地区アセスメントの拡充・実施 
地区情報連絡会や福祉の相談窓口などから見えてくる地区の課題や区民と

まち歩きをしながら見えてくる地区の現状や課題を地区アセスメント拡大
版として作成し、広く区民に共有し対話するなかから解決策を模索し、地区
の取組みとしてまとめていく。 

○ 地区で活動する人材育成の取組み 
地区の現状や特徴的・先進的なまちづくり活動を知る機会づくり、学習会

の実施支援など、総合支所等の生涯学習提供機能や区民センター事業等とも
連携した取組みを進める。 

○ 活動の場の確保 
地区における活動場所の更なる確保・情報提供として、小中学校や児童館

等の施設の管理所管と連携した空き時間の共有、区民への利用案内などの検
討を行う。 

○ 町会・自治会の負担軽減の取組み 
町会・自治会の活動支援のため、行政情報のチラシ回覧依頼のあり方や、

身近なまちづくり推進協議会やごみ減量・リサイクル推進委員会等の組織の
整理・見直し、各種委員や調査員等の依頼方法、募金活動への関わり方等に
ついて、地区の実情を踏まえて検討し、区民活動の負担の軽減に向けて取り
組む。 

［令和４年度実施］ 
○ 町会・自治会のＳＮＳ活用の支援 
○ スマートフォン教室や体験会等の開催支援 
〇 映像やＨＰ作成、地域ＳＮＳの活用など、講師を招いた講習会の実施支援 
○ オンライン会議環境の整備 
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［令和５年度実施］ 
○ 地区情報連絡会の定期的な開催 
○ 地区アセスメントの拡充・実施 

⑵ 行政サービスの提供機能の充実 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンターは、ＩＣＴの活用等により、区民等からの行政サービ
スに関する相談に応じた情報の提供、助言、関係所管との調整等を行う。 

○ まちづくりセンターは、ＩＣＴを活用して、総合支所、本庁等との連携の
もと、手続き・相談に関する機能の充実を図る。 

【具体的な取組み】 
○ オンラインでの相談・手続きの実施 

手続き・相談の利便性や専門性の向上による相談支援の充実、まちづくり
センター等と総合支所や本庁の担当所管及び委託相談先とつなぐ映像シス
テムを整備する。 
モデル実施を行い、相談・手続き事例の積み上げと、窓口環境整備におい

ては、まちづくりセンターのスペース等の状況に応じた個別検討を行う。さ
らに、総合支所や本庁での受付体制の整備を進め、全地区での実施を目指す。 

○ オンライン会議環境の活用 
オンライン会議環境を活用した介護予防講座などのオンライン配信を行う。 

○ ＩＣＴに不慣れな方などへの支援の拡充 
今後拡大する電子申請に関する案内やスマートフォンなどの操作支援をま

ちづくりセンターのオンライン環境整備等を活用して行う。 
引越しワンストップサービスの導入に伴う転入手続きやマイナンバーカー

ド申請の動向も踏まえた手続きの支援を行う。 
○ 区政の最新情報や問題の相談先の検索の充実 

区政の最新情報や問題の相談先が的確かつ迅速に入手できる仕組みを活用
した問い合わせへの対応力を高める。 

［令和４年度実施］ 
○ オンラインでの相談・手続きの実施（モデル実施（５地区）） 
〇 マイナポータルや東京電子申請サービスなどの操作支援（モデル実施） 
○ スマートフォン教室や体験会等の開催支援 
○ オンラインでの講座等の実施 
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［令和５年度実施］ 
○ モデル実施を踏まえたオンラインでの相談・手続きの拡充（全地区実施を

見据えた準備）（５地区で継続実施） 

⑶ 広報広聴機能の充実 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンターは、ＩＣＴ等の多様な手段を用いて、区民等に地区に
おける活動、まちづくりに係る人材等に関する情報を発信し、また、区民等
との情報共有を図る。 

○ まちづくりセンターは、ＩＣＴ等の多様な手段を用いて、区民等との対話
を図り、地区における多様な意見を把握して、それらをまちづくりの促進や
行政サービスの充実に活用する。 

【具体的な取組み】 
○ デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信の実施 

来庁者に行政情報や地区の活動団体が作成した映像なども活用して、地区
の情報を分かりやすく伝えるため、まちづくりセンター内にデジタルサイネ
ージ（電子掲示板）を設置する。 
デジタルサイネージの導入を踏まえ、紙による資料提供やパンフレット等

のデジタル化を進め、まちづくりセンター内の待合いスペースの見直しを行
う。 

○ ＳＮＳを活用した各地区の情報発信の実施 
ＳＮＳを活用して、より広い世代に、地域活動の様子や行政情報をわかり

やすく、タイムリーに発信する。 
○ オンライン等を活用した区民参加による意見交換の拡大 

オンラインやＳＮＳ等を活用したワークショップや意見交換会等、広く地
区の住民と顔を合わせる機会を設ける。 

○ オンライン等を活用したネットワークの拡大や人材育成 
地区情報連絡会や各種定例会のメンバーが、オンライン参加も可能になる

ようオンライン会議システムなどを活用して開催する。 
オンラインやＳＮＳ等を活用したまちづくり学習会や区民向けの各種講座

等を関係機関と連携して開催する。 
○ 転入者等への地区情報の発信 

地区の行政情報や地区活動団体等が作成した映像情報などを、二次元バー
コードなど区民が利用しやすい方法を用いて、わかりやすく提供するための
取組みを行う。 
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［令和４年度実施］ 
○ デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信の実施（モデル実施） 
〇 ＳＮＳを活用した各地区の情報発信の実施（モデル実施） 

［令和５年度実施］ 
○ デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信の実施（全地区実施） 
〇 ＳＮＳを活用した各地区の情報発信の実施（全地区実施） 
○ オンライン等を活用した区民参加による意見交換やネットワークの拡大
（モデル実施） 

⑷ 防災に係る機能の強化 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンターは、地区におけるきめ細かな防災情報の発信、地区
防災訓練や学習の機会の提供により、コミュニティを基礎とした助け合い
の意識の向上や防災活動への参加促進を図るよう努める。 

○ まちづくりセンターは、避難所運営訓練などの区民等の主体的な防災活
動に対する支援の強化を図る。 

【具体的な取組み】 
○ 防災活動への参加促進の取組み 

地区における交流の機会を活用し、訓練等の日ごろの防災活動への参加者
の拡大を図る。 

○ 地区の状況に応じた防災情報の提供 
在宅避難に関する啓発や、集合住宅への防災情報の提供等を行う。 

⑸ 地域包括ケアの地区展開の充実 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・世田谷区社会福祉協議
会は、ＩＣＴ等を活用して、総合支所や本庁などとの連携のもと、福祉の相
談窓口における手続き・相談に関する機能の充実を図る。 

○ まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・世田谷区社会福祉協議
会と児童館は、福祉に関する地区の社会資源の開発と福祉のまちづくりに
おける区民等との協働を推進する。 
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【具体的な取組み】 
○ オンラインでの相談・手続きの実施 

映像システムを活用し、福祉の相談窓口と総合支所や本庁の担当所管や委
託先とつなぎ、相談と手続きが円滑につながる体制を整備する。 
モデル実施を行い、事例を積み上げ、全地区での実施を目指す。 

○ 児童館との連携による相談の充実と社会資源開発 
児童館の地区展開に合わせ、児童館を加えた四者が連携した相談対応の体

制を整備する。 
児童館と連携し、地区における子ども食堂等の場づくりやメーリングリス

ト等の情報共有の基盤づくりなど子ども関連の社会資源の開発に取り組む。 
○ オンライン会議環境の活用 

オンライン会議環境を活用した介護予防講座などのオンライン配信を行う。 

［令和４年度実施］ 
○ オンラインでの相談・手続きの実施（モデル実施） 
○ オンラインでの講座等の実施 
○ 児童館との連携による社会資源開発（モデル実施） 

［令和５年度実施］ 
○ 児童館との連携による相談の充実と社会資源開発（モデル実施） 

⑹ まちづくりセンターの体制強化 

【施策の方向性】 
○ まちづくりセンターの人員の配置、応援体制の整備、専門家派遣などのま
ちづくりセンターの人的体制強化を図る。 

【具体的な取組み】 
○ まちづくりセンターの体制の強化 

所長やまちづくり・防災担当係長の職や配置年限、一定の業務経験や専門
的な知識を持つ一般職員の配置、モデル実施や管内人口等を踏まえた人員配
置など、まちづくりセンターの体制を強化する。 

○ 地区まちづくりアドバイザー制度の創設 
まちづくりセンターのコーディネートを広く支援するため、まちづくりア

ドバイザーの派遣制度を整備する。 
○ 地区まちづくり支援職員制度の改善 

地区まちづくり支援職員制度を見直し、地区課題に支援職員の経験・知見
を活かせる体制を整備する。 

19



 

10 

○ 出張所設置条例等の見直し 
まちづくりセンターの機能に合わせた、出張所設置条例等の関係規程の見

直しを検討する。 

［令和４年度実施］ 
○ 人員配置等の見直し検討 
〇 関係規程の見直し検討 
○ 地区まちづくりアドバイザー制度の検討 
○ 地区まちづくり支援職員制度の検討 

［令和５年度実施］ 
○ 人員配置等の見直し検討 
○ 地区まちづくりアドバイザー制度の創設 
○ 地区まちづくり支援職員制度の改善  
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＜様々な困りごとの相談の解決に向けた取組み＞ 
区民の様々な困りごとの相談窓口となり、まちづくりセンターだけで解決できない

ことも、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会地区事務局の三者が一緒に検討
し、外部の相談機関や民間事業者などと調整し、解決策や解決に向けた道筋や糸口な
どが、提供されます。さらに、三者に児童館も加わり、新たなサービス（社会資源）
が提供できるようにします。 

＜オンライン相談＞ 
適切な相談先とまちづくりセンターを映像システムでつないで、手続きや相談がで

きるため、改めて総合支所や本庁等の窓口に出直す必要はありません。 

＜電子申請等の手続き支援＞ 
スマートフォンなどの機器の操作に不慣れで電子申請等の手続きを行えない方は、

まちづくりセンター等で行われるスマートフォン等の操作講習会に参加でき、操作に
慣れることができます。また、デジタル化された手続きについて、案内や操作の支援
を受けられます。 

＜住民同士の交流と情報交換＞ 
地区の住民や活動団体が広く交流する機会（地区情報連絡会）が、地区の状況に合

わせて設定され、参加者同士の顔の見える関係づくりと、各団体の活動状況や地区の
歴史、イベント、施設、区の事業などの、まちの色々な情報交換ができます。 

＜地区の課題の解決＞ 
地区情報連絡会や日頃の業務の中で区民や団体から出された課題がまとめられ、公

表されます。まちづくりセンターを中心に、地区の活動団体等と一緒に解決策が検討
され、総合支所や本庁と連携して解決に向けて取り組みます。 

＜地区の様々な情報発信＞ 
まちづくりセンターに、デジタルサイネージ（電子掲示板）が設置され、区の情報

の他、地区で活動する団体等が作成した動画等の情報も表示します。また、まちづく
りセンターから地区ごとにＳＮＳ等によるタイムリーな情報を入手できます。 

＜オンライン会議の開催支援＞ 
まちづくりセンターに、パソコンやＷｉ-Ｆｉ回線等オンライン会議開催に必要な環

境が整備します。これを活用して、町会・自治会等の地区の活動団体の会議のオンラ
イン開催が可能になり、これまで時間帯が合わなかった人も参加できたり、オンライ
ンでの介護予防等の講座や区や区民等との意見交換の場も開催されたりします。 

＜地区の防災力の向上支援＞ 
災害時の備えなどについて、情報を提供したり防災塾を開催したりするほか、避難

所運営訓練などの支援をします。避難所運営など、発災時に関わってくれるまちの方
を増やすため、住民の顔と顔の見える関係づくりを一緒に進めていきます。 

コラム まちづくりセンターの将来像 
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今後の重点項目

・人材の育成、活動の場、情報の発信などの支援
・交流の機会づくり等の相互連携を促す取組み
・地区の状況・課題の共有、課題解決に向けた調整

今後の重点項目

・様々な困りごとの相談と、解決
に向けた必要な情報の提供、助
言、関係所管との調整
・手続きのデジタル化や映像シス
テムの活用による利便性の向上
・行政手続きのデジタル化への対
応支援

今後の重点項目

・ＩＣＴを活用した「福祉の相談窓口」
のサービスの充実
・児童館と連携した社会資源開発と協働
によるまちづくりの推進

今後の重点項目

・多様な手段を用いた防災意識の向上
・交流の機会の活用等による防災活動
への参加の促進、
・防災活動に対する支援

今後の重点項目

・SNSやデジタルサイネージ、オンライ
ン会議システム等の多様な手段を用い
た地区情報の発信と情報共有
・オンライン等も活用した区民等との対
話、多様な意見の把握

今後のまちづくりセンターの役割

行政サービス

地域包括ケアの
地区展開

広報・広聴

防災

まちづくり支援

児童館

地区展開にあわせて
連携を強化

まちづくりセンター

社会福祉協議会
地区事務局

あんしんすこやか
センター

三者連携

まちづくりセンター

本庁・総合支所

オンライン会議・イベント
他まちづくりセンター

手続き
相談

ＤＸの推進におけるICT環境の整備によるまちづくりセンターの将来像

更新

最新の区政情報や
地区情報が知りたい

区 民

アクセス
(自宅等)

データベース
（データの蓄積・みえる化）

アクセス
（自宅等）

アクセス

まちづくり活動等の
オンライン化支援

・オンライン環境の貸出
・機器の操作支援

まちづくりセンターのオンライン環境の整備
・まちづくりセンター職員用のオンライン環境整備
・ワークショップやアンケート等による地区住民との意見交換
・オンラインでの講座の開催

まちづくりセンター（福祉の相談窓口）

情報発信 ＩＣＴ環境がない
本庁・総合支所が遠い

アクセス

会議

活用

会議

オンラインの会議・イベント
を開催・参加したい

手続き・相談・問い合わせ
がしたい

窓口機能(有人）の充実
データベースを活用した相談・問い
合わせ対応機能の充実

ＩＣＴ環境がない
操作方法が分からない

手続き・相談等を受ける
体制の整備

チャット
相談・案内

オンライン
手続き・相談
システム

オンライン手続き・相談への支援
・オンラインブース（映像システム）
での手続き・相談
・機器の操作支援

情報発信機能の拡充

・デジタルサイネージ
・地区ＳＮＳ
・地区紹介映像

アクセス(自宅等)

アクセス

アクセス
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２ 総合支所の機能の充実・強化 

地域社会の課題が複雑化する中、地域特性を踏まえた総合的・専門的な行政サー
ビスの提供を行うため、地区における様々な取組みや課題を基礎として、可能な限
り区民の意向を施策や事業に反映する。このような区の取組みが区民との相互理解
を深め、参加と協働による施策の実行力を高めていくことにもつながるものと考え
る。 
総合支所は、地域振興、保健福祉、街づくりなど施策の実施機関としての業務の

専門性を活かした総合的な行政サービスを提供するとともに、地域課題の解決に向
けては、様々な区民活動のネットワーク化を図る。 
総合支所は、区民参加の機会づくりを進め、総合支所の企画機能の強化のうえに、

まちづくりセンターの支援と本庁との調整にかかる機能強化により地域経営力を高
めて、地域特性に着目した効果的で効率的な施策を実施し、その成果が本庁を通じ
て区政全体に寄与する役割を果たしていく。 

⑴ 行政サービスの専門性の充実 

【施策の方向性】 
○ 総合支所は、地域特性を踏まえ、行政サービスを区民に総合的に提供する
拠点として、その専門性の強化を図る。 

○ 総合支所は、ＩＣＴを活用し、まちづくりセンターや本庁等との連携のも
と、手続や相談に関する機能の充実を図る。 

【具体的な取組み】 
○ 総合支所の体制整備 

まちづくりセンターの映像システムやモバイルによる電子申請等の手続き
等に対応した総合支所の情報機器の設置や、手続き・相談を行う事業に合わ
せた窓口や職員対応等の体制を整備する。 

○ 区政の最新情報や問題の相談先の検索の充実 
区政の最新情報や問題の相談先が的確かつ迅速に入手できる仕組みを活用

して、問い合わせへの対応力を高める。 

［令和４年度実施］ 
○ 総合支所の体制整備（モデル実施）・検討 

［令和５年度実施］ 
○ モデル実施を踏まえた総合支所の体制整備 
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⑵ まちづくりセンター支援の充実 

【施策の方向性】 
○ 総合支所は、まちづくりセンターでのまちづくり支援を充実強化するため、
総合支所の専門性を活かし、地域を一体的に捉えた支援に努める。 

○ 総合支所は、まちづくりセンターでのまちづくり支援を充実強化するた
め、総合支所の職員とまちづくりセンターの職員とが連絡、相談等を行う体
制の強化を図る。 

【具体的な取組み】 
○ 地区担当制の導入 

地区のまちづくりや福祉の相談窓口におけるまちづくりセンター及び総合
支所内の連携を強化するため、総合支所各課の職員に地区担当制を導入する。 

［令和５年度実施］ 
○ 地区担当制の導入 

⑶ 区民等の支援の充実 

【施策の方向性】 
○ 総合支所は、区民等が主体的にまちづくりに取り組むことができるよう
区民等に対するまちづくりに関する学習の機会の提供、区民等の利用に供
する公の施設の運営その他の必要な支援に努める。 

 

⑷ 相互連携支援の機能等の充実 

【施策の方向性】 
○ 総合支所は、その地域における活動、まちづくりに係る人材等に関する情
報の発信や、所管する業務の専門性を活かした区民等の相互連携の促進に
努める。 

【具体的な取組み】 
○ （仮称）地域交流会の開催支援 

「砧地域ご近所フォーラム」を例として、地域内で活動する多様な団体等
が相互の活動を知り、人材交流を通じて、活動の連携・協力を促す、（仮称）
地域交流会の開催を支援する。 
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［令和４年度実施］ 
○ （仮称）地域交流会の開催支援 

⑸ 課題解決等に向けた措置 

【施策の方向性】 
○ 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民等の意見と地区・地域の
課題を把握し、その解決に取り組む。また、課題解決に向けて本庁と協議す
る仕組みを設ける。 

【具体的な取組み】 
○ タウンミーティングの開催 

地域の住民や活動団体等が集い、地域の状況を共有しながら、具体的でわ
かりやすいテーマを設定して、地域課題や解決に向けた話し合を行う「タウ
ンミーティング」を地域毎に開催する。 
また、タウンミーティングの結果は、総合支所の地域経営や具体的な施策

の実施につなげていく。 

［令和５年度実施］ 
○ タウンミーティングの開催 

３ 区民参加の促進と体制の強化 

⑴ 地域特性に即した計画の策定等 

【施策の方向性】 
○ 本庁が区政運営に係る計画の策定や施策を立案する際に、地域行政制度
の意義及び目的を踏まえ、区政への区民参加を促進し、地域特性に即した計
画・施策となるような方策を実施する。 

○ 総合的な行政サービスの向上や区政への区民参加による地域課題の解決
に資するよう、ＩＣＴ化の推進状況等を踏まえ、まちづくりセンター、総合
支所や本庁の組織の整備に努める。 

【具体的な取組み】 
○ 政策形成・予算編成の仕組みの整理 

総合支所と本庁の政策形成・予算編成のかかわり方の整理とそれに基づく
組織や役割等の見直しの検討を行う。 
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⑵ 職員の育成 

【施策の方向性】 
○ 地域行政制度の充実強化に向け、区民等の目線にたって区政を考え、安
全 ・安心な暮らしを区民等とともに実現する意欲を持ち、必要な知識・スキ
ルを持った職員を育成する。 

○ 職員を育成のための人材育成プログラムを実施する。 

【具体的な取組み】 
○ コーディネート力向上研修の実施 
まちづくりに関するコーディネートのスキル向上に向けた研修を実施する。 
（例）地区の長所・短所や様々な活動・人材の把握 活動支援制度の理解 多
様な情報発信 マッチングの視点、交流の場づくりと区民とともに考える
取り組み 成功事例の蓄積 先進事例の調査 など 

［令和４年度実施］ 
○ コーディネート力向上研修の検討（研修の体系化、世田谷区人材育成プラ
ン等との調整等） 

○ コーディネート力向上研修の実施（条例制定、計画実施に合わせた必要性
や意識啓発等） 

 
［令和５年度実施］ 
○ コーディネート力向上研修の拡充 

⑶ 情報システム等の環境の整備 

【施策の方向性】 
○ 地域行政制度の充実強化に必要な情報システムと情報通信ネットワーク
を整備する。 

【具体的な取組み】 
○ 映像システムの導入 

まちづくりセンター・総合支所・本庁等をつなぐ映像システムを整備する
ため、パソコン、ディスプレイ等を設置する。 

○ インターネット接続環境の整備 
まちづくりセンターにインターネット接続環境を整備するため、光通信回

線を設置する。 
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［令和４年度実施］ 
○ 映像システムの導入（モデル実施） 
○ インターネット接続環境の整備 

 

第５ 計画の推進に向けて 

１ 地域行政の推進状況に関する区民等の意見を聴く機会 

条例第 2０条に基づき、地域行政の推進に関する状況について、区民等から意
見を聴くための機会を設ける。 

○ 目 的：地域行政全般についての区民等の意見を聴取し、地域行政制度の
改善につなげる。 

○ テーマ（想定）：  
・地区・地域における区民参加の方法 
・DX の推進と行政サービスのあり方 
・三層制のあり方  など 

○ 構 成：公募区民、町会・自治会等活動団体の構成員など。せたがや自治
政策研究所・有識者（オブザーバー） 

○ 頻 度：年１回程度 

２ 進行管理等 

○ 進捗状況の管理・共有 

この計画における施策等の進行管理は、新実施計画や各個別の計画の推進状況
などを基にして、毎年、実績や進捗状況を明らかにするとともに、必要に応じて
見直しを図る。 

資料編 

・現状を示す各種データ（人口、町会加入率等） 
 

27


